
【様式第1号】

自治体名：米原市

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 108,700,216   固定負債 69,851,439

    有形固定資産 91,461,682     地方債等 41,394,639

      事業用資産 30,762,506     長期未払金 -

        土地 11,765,561     退職手当引当金 3,846,312

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 24,610,489

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 4,804,727

        建物 39,298,251     １年内償還予定地方債等 3,819,439

        建物減価償却累計額 -22,580,092     未払金 511,940

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,683,993     前受金 84

        工作物減価償却累計額 -933,024     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 348,817

        船舶 -     預り金 63,121

        船舶減価償却累計額 -     その他 61,326

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 74,656,167

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 111,552,525

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -70,198,241

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 200,471

        その他減価償却累計額 -67,394

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,394,740

      インフラ資産 57,993,473

        土地 2,909,201

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,163,961

        建物減価償却累計額 -308,325

        建物減損損失累計額 -

        工作物 78,180,573

        工作物減価償却累計額 -24,650,321

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 698,384

      物品 7,852,546

      物品減価償却累計額 -5,146,843

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,602,691

      ソフトウェア 162,922

      その他 2,439,768

    投資その他の資産 14,635,843

      投資及び出資金 69,551

        有価証券 -

        出資金 69,551

        その他 -

      長期延滞債権 422,057

      長期貸付金 224,122

      基金 13,953,571

        減債基金 3,963,037

        その他 9,990,535

      その他 -

      徴収不能引当金 -33,458

  流動資産 7,310,235

    現金預金 4,167,276

    未収金 280,549

    短期貸付金 13,262

    基金 2,839,047

      財政調整基金 2,839,047

      減債基金 -

    棚卸資産 10,795

    その他 4,503

    徴収不能引当金 -5,197

  繰延資産 - 純資産合計 41,354,285

資産合計 116,010,451 負債及び純資産合計 116,010,451

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：米原市

会計：連結会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 30,440,331

    業務費用 13,427,460

      人件費 3,927,924

        職員給与費 3,216,330

        賞与等引当金繰入額 341,876

        退職手当引当金繰入額 59,977

        その他 309,740

      物件費等 8,744,918

        物件費 4,703,514

        維持補修費 432,624

        減価償却費 3,608,738

        その他 42

      その他の業務費用 754,618

        支払利息 537,532

        徴収不能引当金繰入額 12,375

        その他 204,711

    移転費用 17,012,871

      補助金等 14,386,411

      社会保障給付 2,602,087

      その他 24,372

  経常収益 2,811,132

    使用料及び手数料 1,551,792

    その他 1,259,341

純経常行政コスト 27,629,198

  臨時損失 45,571

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 36,379

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 9,192

  臨時利益 108,775

    資産売却益 90,148

    その他 18,627

純行政コスト 27,565,995



【様式第3号】

自治体名：米原市

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 40,660,334 111,934,560 -71,274,226 -

  純行政コスト（△） -27,565,995 -27,565,995 -

  財源 29,092,634 29,092,634 -

    税収等 19,046,051 19,046,051 -

    国県等補助金 10,046,583 10,046,583 -

  本年度差額 1,526,639 1,526,639 -

  固定資産等の変動（内部変動） -150,922 150,922

    有形固定資産等の増加 3,871,806 -3,871,806

    有形固定資産等の減少 -4,262,197 4,262,197

    貸付金・基金等の増加 806,118 -806,118

    貸付金・基金等の減少 -566,649 566,649

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -7,992 -7,992

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -238,243 -218,112 -20,131 -

  その他 -586,453 -5,009 -581,444

  本年度純資産変動額 693,950 -382,035 1,075,985 -

本年度末純資産残高 41,354,285 111,552,525 -70,198,241 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：米原市

会計：連結会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 26,621,218

    業務費用支出 9,608,195

      人件費支出 3,809,174

      物件費等支出 5,090,865

      支払利息支出 537,532

      その他の支出 170,623

    移転費用支出 17,013,023

      補助金等支出 14,386,411

      社会保障給付支出 2,602,087

      その他の支出 24,525

  業務収入 30,447,103

    税収等収入 18,654,510

    国県等補助金収入 9,066,713

    使用料及び手数料収入 1,538,901

    その他の収入 1,186,978

  臨時支出 4,719

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 4,719

  臨時収入 -

業務活動収支 3,821,166

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,971,692

    公共施設等整備費支出 3,287,769

    基金積立金支出 675,510

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 8,414

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,219,174

    国県等補助金収入 628,324

    基金取崩収入 463,853

    貸付金元金回収収入 23,476

    資産売却収入 103,521

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,752,519

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,229,121

    地方債等償還支出 4,180,631

    その他の支出 48,490

  財務活動収入 3,176,772

    地方債等発行収入 3,176,772

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 64,886

本年度歳計外現金増減額 -3,103

本年度末歳計外現金残高 61,783

本年度末現金預金残高 4,167,276

財務活動収支 -1,052,349

本年度資金収支額 16,298

前年度末資金残高 4,115,043

比例連結割合変更に伴う差額 -25,847

本年度末資金残高 4,105,493



連結会計財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準および評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準および評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、道路、河川および水路の敷地は、備忘価額１円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額１円とし 

ています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準および評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

（２）出資金の評価基準および評価方法 

① 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・該当するものは 

                             ありません。 

② 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準および評価方法 

   販売用土地・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成20年総 

務省令第８号）第４条第２項各号に掲げる方法により評価しています。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。 

 



 

建物     １４年～５０年 

工作物    １０年～３０年 

物品      ２年～２０年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・定額法 

ソフトウェア  ５年 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、自己所有の

固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっています。 

 

（５）引当金の計上基準および算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資および出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものに

ついて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を

計上しますが該当するものはありません。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上し

ています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を

計上しています。 

長期貸付金については、個別に回収可能性を検討した徴収不能引当金を計上して

います。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健

全化に関する法律（平成19年法律第94号）に規定する将来負担比率の算定に含めた

将来負担額を計上していますが、当年度は該当ありません。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当および勤勉手当ならびにそれらに係る法定福利 



 

費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して

います。 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金および要求払預金）および現金同等物（米原市公金管理指針におい 

て、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金および現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金 

の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、水道事業会計および一部の連結対象団体については税抜方式によっていま

す。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

   重要な後発事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

偶発債務はありません。 

 

 

 



 

５ 追加情報 

（１）連結対象団体 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

滋賀県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 みなし連結 - 

彦根市、米原市山林組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 97.1% 

長浜水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 12.9% 

湖北広域行政事務センター 一部事務組合・広域連合 比例連結  21.86% 

滋賀県市町村交通災害共済組合 一部事務組合・広域連合 比例連結  2.7% 

滋賀県市町村職員研修センター 一部事務組合・広域連合 比例連結  3.3% 

湖北地域消防組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 27.86% 

滋賀県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結  3.3% 

公益財団法人 伊吹山麓まいばらｽ

ﾎﾟｰﾂ文化振興事業団 
第三セクター等 比例連結 100.0% 

 

  ① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象

としています。 

② 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下で 

あっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、 

全部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結 

の対象とならない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、 

比例連結の対象としています。ただし、出資割合が25％未満であって、損失補償 

を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合があり 

ます。 

（２） 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、 

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計 

数としています。 

（３） 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がありま 

す。 


